
 

 

美瑛町の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

 （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

    ２ 職員数は平成３０年４月１日現在の職員数である。 

    ３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んで

いない。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。 
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美瑛町 平均類似団体 全国町村平均

H28.4.1

H29.4.1

H30.4.1

H31.4.1

区分 
住民基本台帳人口 

（平成31年1月1日） 

歳 出 額 

Ａ 
実 質 収 支 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参  考） 

29年度の人件費率 

30年度 
人 

10,043 

千円 

11,527,413 

千円 

175,260 

千円 

1,295,768 

％ 

11.2 

％ 

10.2 

区分 
職員数  

Ａ 

給  与  費 
１人当たり給与

費 Ｂ／Ａ 

 （参考）類似団体平均１

人当たり給与費 給    料 職員手当 期末・勤勉手当 合計 Ｂ 

30年度 
人 

144 

千円 

516,154 

千円 

143,409 

千円 

202,790 

千円 

862,353 

千円 

5,989 

千円 

5,541 

(99.2) (99.2) (99.3) (99.4) 



（４）給与改定の状況 

  ①月例給 

  （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレスに比較した平均給与月額である。 

 

  ②特別給（期末・勤勉手当） 

  （注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間 

   支給月数である。 

 

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

  ①給料表の見直し 

   [ 実施 ] 

  （給料表の改定時期）平成２７年４月１日 

  （内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日ま 

での）経過措置（現給保障）を実施。 

  ②地域手当の見直し 

  （支給割合）国基準１００分の２０に対し、美瑛町においても１００分の２０を支給（東京都特別区） 

  （実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年４月１日時点は１８％、給与改定後は平

成２７年４月に遡及し１８．５％、平成２８年４月１日時点は２０％を支給。 

   （参考）※東京都特別区で勤務する職員 

 平成２７年度の支給割合 平成２８年度

の支給割合 

平成２９年度の

支給割合 

平成３０年度の 令和元年度の 

４月１日時点 遡及改定後 支給割合 支給割合 

国基準による支給割合 １８％ １８．５％ ２０％ ２０％ ２０％ ２０％ 

美 瑛 町 の 支 給 割 合 １８％ １８．５％ ２０％ ２０％ ２０％ ２０％ 

  ③その他の見直し内容 

   管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施） 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在） 

  ① 一般行政職 

区  分 

 

平均年齢 

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

美瑛町 38.4 歳 287,600 円 363,407 円 321,475 円 

北海道 43.7 歳 325,700 円 392,414 円 369,040 円 

国  43.4 歳 329,433 円      ― 411,123 円 

類似団体 41.4 歳 301,830 円 354,875 円 327,360 円  

  

区分 

人事委員会の勧告 

給与改定率 
（参 考） 

国の改定率 
民間給与 

  Ａ 

公務員給与 

   Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

31年度 
円 

377,343 

千円 

376,885 

円 

458（0.12％） 

％ 

  0.12 

％ 

0.12 

％ 

0.09 

区分 

人事委員会の勧告 

年間支給月数 
（参 考） 

国の年間支給月数 
民間の支給割合 

Ａ 

公務員支給月数 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

31年度 
月 

4.49 

月 

4.45 

月 

0.06 

月 

  0.05 

月 

4.50 

月 

4.50 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むと

されている。 



 ② 技能労務職 

区  分 

 

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

美瑛町 41.6 1 241,700円 243,700円 243,700円 

北海道 54.5 182 334,000円 363,435円 353,439円 

国 50.9 2,431 287,312円 ― 329,380円 

類似団体 49.0 7 268,286円 293,905円 277,759円 

 

   ③ 税務職 

区  分 

 

平均年齢 

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

美瑛町 34.5 歳 272,300 円 373,926 円 295,700 円 

都道府県 42.7 歳 315,948 円 392,132  円 359,153 円 

国 42.9 歳 359,720 円 － 436,869 円 

類似団体 38.9 歳 284,823 円 349,939 円 306,882 円 

 

 ④ 福祉職 

区  分 

 

平均年齢 

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

美瑛町 40.9 歳 284,900 円 346,900 円 307,929 円 

都道府県 41.4 歳 322,343 円 420,505  円 358,658 円 

国 43.1 歳 332,689 円 － 385,624 円 

類似団体 39.2 歳 269,981 円 301,787 円 281,107 円 

 

 ④ 医師 

区  分 

 

平均年齢 

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

美瑛町 60.7 歳 986,800 円 1,195,400 円 1,195,391 円 

都道府県 44.5 歳 456,053 円 948,121 円 829,323 円 

国 52.0 歳 504,551 円 － 849,045 円 

類似団体 49.7 歳 685,659 円 1,394,414 円 877,040 円 

 

⑤ 看護・保健職 

区  分 

 

平均年齢 

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国ベース） 

美瑛町 41.2 歳 312,100 円 353,653 円 351,088 円 

都道府県 41.0 歳 313,515 円 400,123 円 354,761 円 

国 47.1 歳 315,908 円 － 352,289 円 

類似団体 42.7 歳 297,541 円 353,420 円 312,757 円 

（注） １ 「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などすべての諸手当の額を 

合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、「平均給与月額（国ベース）」は、 

国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ 

ベースで再計算したものである。 

３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額(国ベース)」の括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとし 

た場合の値(減額前)である。 

 

 

 



（２）職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在） 

 美瑛町 北海道 国 

一般行政職 
大 学 卒 180,700 円 180,700 円 180,700 円 

高 校 卒 148,600 円 148,600 円 148,600 円 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在） 

 経験年数10～14年 経験年数15～19年 経験年数20～24年 経験年数25～29年 

一般行政職 
大 学 卒 285,300円 321,800円 362,200円 394,600円 

高 校 卒 280,300円 287,700円 322,100円 360,200円 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

６級 課長・局長 13 8.97％ 319,200 円 410,200 円 

５級 参事・課長補佐 10  6.90％ 288,900 円 396,000 円 

４級 課長補佐・次長・係長 30 20.69％ 263,000 円 389,000 円 

３級 係長・主任 37 25.52％ 230,000 円 350,000 円 

２級 主事 22 15.17％ 194,000 円 304,200 円 

１級 主事・主事補 33 22.76％ 144,100 円 247,600 円 
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（２）国との給与表カーブ比較表（行政職（一））（平成３１年４月１日現在） 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

平成31年4月2日から令和2年4月1日までにおける運用 
美瑛町 国 

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位の区分も適用     

 標準に加え、下位の区分も適用     

 標準の区分のみ適用     

ロ  人事評価を実施していない     

４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

美  瑛  町 北  海  道 国 

１人当たり平均支給額（平成30年度） 

1,408千円 

１人当たり平均支給額（平成30年度） 

1,687千円 
― 

（平成30年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60  月分   1.85 月分 

（1.45）月分   （0.90）月分 

（平成30年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60  月分   1.85  月分 

（1.45）月分   （0.90）月分 

（平成30年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60  月分   1.85  月分 

（1.45）月分   （0.90）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算  ５～１５％ 

・管理職加算    なし 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算  ５～２０％ 

・管理職加算   １０～２５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算  ５～２０％ 

・管理職加算   １０～２５％ 

  （注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

    ○勤勉手当への勤務成績の反映状況 

令和元年度中における運用 
美瑛町 国 

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 標準に加え、上位及び下位の成績率も適用   ○ ○ 

 標準に加え、上位の成績率も適用     

 標準に加え、下位の成績率も適用     

 標準の成績率のみ適用 ○ ○   

ロ  人事評価を実施していない     

 

（２）退職手当（平成３１年４月１日現在） 

美  瑛  町 国 

勤続年数 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度額 

自己都合 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.7090月分 

応募認定・定年 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

勤続年数 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度額 

自己都合 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.709月分 

応募認定・定年 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

その他加算措置 定年前早期退職特例措置（2～45％加算） その他加算措置 定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

１人当たり平均支給額 284千円 22,585千円    

  （注） 退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成２９年度に退職した職員に支給された平均額である。 

（３） 地域手当（平成３１年４月１日現在） 

支 給 実 績（30年度決算）        2,027 千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）               1,013  円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 20 ％ 1人           20％ 

 



（４）特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（平成３０年度決算） 普通会計において該当なし 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）  

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度）  

手当の種類（手当数） ２種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

夜間看護業務手当 看護師 町立病院に勤務し、正規の勤務

時間による勤務の一部又は全部

が深夜において行われる１回の

看護の業務に従事したとき 

時間帯等に応じて１回 1,600 円

～7,300円 

緊急呼出手当 診療放射線技師 

臨床検査技師 

町立病院に勤務し、正規の勤務

時間以外の時間に呼出を受け、

患者の緊急検査業務に従事した

とき  

１回につき1,500円 

 

（５）時間外勤務手当（普通会計決算） 

支給実績（平成２９年度） 42,667,639円 

支給職員１人あたり平均支給年額（平成２９年度） 371,023円 

支給実績（平成３０年度） 34,900,683円 

支給職員１人あたり平均支給年額（平成３０年度） 303,484円 

 

（６）その他の手当（普通会計決算） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異動 

支 給 実 績 

（平成30年度決算） 

支給一人当たり 

平均支給年額 

（平成30年度決算） 

扶養手当 

・配偶者10,000円 子8,000円 

・扶養親族（配偶者を除く）6,500円/人 

※特定期間にある子 １人5,000円加算 

同じ 16,255千円 246,288円 

住居手当 

・借家の場合（家賃が月額12,000円を超える者に

限る）家賃の金額に応じて、27,000円を限度に支

給 

・自己所有住宅の場合 7,000円 

異なる 

 

自宅所有 

の場合なし 

17,922千円 179,222円 

通勤手当 

・交通機関利用者  運賃等相当額 

・自動車等利用者 

 片道2㎞以上で距離に応じて支給 

同じ 611千円 50,933円 

宿日直手当 

・宿日直勤務１回につき 4,200円 

 ５時間以内の勤務   2,100円 

・町立病院における宿日直勤務は別規定 

同じ 0千円 0円 

管理職手当 

・課長職    52,000円/月（※特定職員） 

42,000円/月（特定職員以外） 

・課長補佐職  32,000円/月 

異なる 

支給割合 
22,710千円 493,687円 

管理職員特別勤務手当 

・管理職員が臨時又は緊急の必要、公務の運営の

必要により週休日等に勤務した場合 

・課長職等    6,000円/月 

・課長補佐職等  4,000円/月 

・６時間超の場合は150/100を乗じて得た額 

異なる 

支給額区分 
104千円 6,500円 

寒冷地手当 

・世帯主である職員 

 扶養家族のある職員 26,380円 

 扶養家族のない職員 14,580円 

・その他の職員    10,340円 

（ただし、寒冷地手当に関する経過措置あり。毎

年１１月から翌年３月までの間で支給） 

同じ 13,599千円 97,837円 

※ 扶養親族たる子のうち満15歳に達する日後の最初の４月１日から、満22歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間 

※ 特定職員：５５歳を超え行政職給料表６級相当以上の職員 

  



５ 特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在） 

区   分 報  酬  月  額  等 

給 

料 

町長 

副町長 

810,000円 

640,000円 

（参考）類似団体における最高／最低額 

811,000円 ／ 556,500円 

667,900円 ／ 514,400円 

報 

酬 

議長 

副議長 

議員 

300,000円 

240,000円 

200,000円 

326,000円 ／ 245,000円 

269,000円 ／ 193,000円 

245,000円 ／ 172,000円 

期
末
手
当 

町長 

副町長 

（平成30年度支給割合） 

4.45月分（役職加算15％） 

議長 

副議長 

議員 

（平成30年度支給割合） 

4.45月分（役職加算15％） 

 

退
職
手
当 

町長 

副町長 

（算定方式）退職期の報酬月額×支給割合×在職期間 

20.504月分 

12.936月分 

（１期の手当額） 

16,608,240円 

8,279,040円 

（支給時期） 

任期満了時 

 

備考  

 （注）１ 給料及び報酬の（ ）内は減額措置を行う前の金額である。 

    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の報酬月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手

当の見込額である。 

 

６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

区  分 

部  門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主  な  増  減  理  由 

平成３０年 平成３１年 

普 

通 
会 
計 

部 

門 

一 

般 
行 

政 

部 

門 

議会 

総務 

 

税務 

農林水産 

商工 

土木 

民生 

 

衛生 

３ 

３０ 

 

１０ 

１８ 

１１ 

１８ 

２１ 

 

１３ 

３ 

２８ 

 

１１ 

１８ 

１１ 

１７ 

２０ 

 

１４ 

 

▲２ 

 

１ 

 

    

▲１ 

▲１ 

 

１ 

 

総務部門配置増（１）、会計出納部門兼職による配置減（▲

１）企画開発部門配置減（▲２）、 

税務部門配置増（１） 

 

 

土木部門配置減（▲１） 

保険部門配置減（▲１） 

 

保健センター配置増（２）、し尿処理施設配置減（▲１） 

計 １２４ １２２ ▲２ 

〈参考〉 

人口１万当たり職員数 122.43人 

（類似団体の人口１万当たりの職員数 95.96人） 

教育部門 ２０ ２３ ３ 保体一般部門配置増（２）事業推進に伴う配置増（１） 

小   計 １４４ １４５ １ 

〈参考〉 

人口１万当たり職員数 145.51人 

（類似団体の人口１万当たりの職員数 113.86人） 
公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

病院 

水道 

下水道 

その他 

６０ 

３ 

２ 

０ 

６１ 

３ 

２ 

０ 

１ 

 

 

 

看護部門欠員補充（１） 

 

 

小   計 ６５ ６６  １  

合   計 
２０９ 

〔２７７〕 

２１１ 

〔２７７〕 

 ２ 

〔   〕 

〈参考〉 

人口１万当たり職員数 211.74人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ 〔   〕内は、条例定数の合計である。 

  



（２）年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在） 

 

区 分 
20歳 

未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳 

～  
31歳 

32歳 

～  
35歳 

36歳 

～  
39歳 

40歳 

～  
43歳 

44歳 

～  
47歳 

48歳 

～  
51歳 

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳 

以上 
計 

職員数 ６ １９ １９ ２０ １７ ２４ ２６ ３２ ２２ １４ ５ ７ ２１１ 

 

（３）職員数の推移 

   定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年４月１日現在） 

年 度 

部門別 

２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年 過去５年間の増減数 

（率） 

一般行政 １１５ １２２ １２６ １２４ １２２ ８ （6.1％） 

教  育 １９ １９ １９ ２０ ２３ ４ (21.1％） 

普通会計計 １３４ １４１ １４５ １４４ １４５ １１ （8.2％） 

公営企業 ６７ ６６ ６３ ６５ ６６   ▲１（▲1.5％） 

計 ２０１ ２０７ ２０８ ２０９ ２１１ １０ （5.0％） 

  （注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 

 

 

７ 公営企業職員の状況 

（１）水道事業 

  ① 職員給与費の状況 

   ア 決算 

区 分 

 

 

総 費 用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

30年度の総費用に占 

める職員給与比率 

30年度 
千円 

309,401 

千円 

6,519 

千円 

21,304 

％ 

6.9 

％ 

7.5 
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19 19
20

17

24

26

32

22
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7
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24

33

30
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24

2

0

5

10

15

20

25

30

35

構成比

５年前の構成比



 

 

 

 

 

 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、平成３１年３月３１日現在の人数である。 

 

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

美瑛町 45.8  歳 374,400円 577,338円 

団体平均 44.3 歳 340,929円 515,077円 

事業者 ―  歳  ―  円 

   （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 

 ③ 職員の手当の状況 

   ア 期末手当・勤勉手当 

美  瑛  町 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（平成３０年度）  1,572 千円 １人当たり平均支給額（平成３０年度）  1,525 千円 

（年度支給割合）   期末手当     勤勉手当 

 2.60  月分   1.85 月分 

（1.45）月分   （0.90）月分 

  

（加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職段階別加算  ５～１５％ 

・管理職加算    なし 

  （注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

  イ 退職手当（平成３０年４月１日現在） 

美  瑛  町 国 

勤続年数 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度額 

自己都合 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.7090月分 

応募認定・定年 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

勤続年数 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度額 

自己都合 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.709月分 

応募認定・定年 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

 

  ウ 時間外勤務手当 

支給実績（平成２９年度） 498,179円 

支給職員１人あたり平均支給年額（平成２９年度） 99,636円 

支給実績（平成３０年度） 329,926円 

支給職員１人あたり平均支給年額（平成３０年度） 82,482円 

 

  エ その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異動 

支 給 実 績 

（平成30年度決算） 

支給一人当たり 

平均支給年額 

（平成30年度決算） 

扶養手当 

・配偶者10,000円 子8,000円 

・扶養親族（配偶者を除く）6,500円/人 

※特定期間にある子 １人5,000円加算 

同じ 558千円 279,000円 

住居手当 

・借家の場合（家賃が月額12,000円を超える者に

限る）家賃の金額に応じて、27,000円を限度に支

給 

・自己所有住宅の場合 7,000円 

異なる 

 

自宅所有 

の場合なし 

168千円 84,000円 

通勤手当 

・交通機関利用者  運賃等相当額 

・自動車等利用者 

 片道2㎞以上で距離に応じて支給 

同じ 0千円     0円 

区分 
職員数  

(A) 

給  与  費 １人当たり給

与費(B/A) 給    料 職員手当 期末・勤勉手当 合計 (B) 

30年度 
人 

4 

千円 

10,702 

千円 

2,032 

千円 

2,608 

千円 

15,342 

千円 

3,836 



管理職手当 

・課長職    52,000円/月（※特定職員） 

42,000円/月（特定職員以外） 

・課長補佐職  32,000円/月 

異なる 

支給割合 
504千円 504,000円 

寒冷地手当 

・世帯主である職員 

 扶養家族のある職員 26,380円 

 扶養家族のない職員 14,580円 

・その他の職員    10,340円 

（ただし、寒冷地手当に関する経過措置あり。毎

年１１月から翌年３月までの間で支給） 

同じ 264千円 131,900円 

 ※ 扶養親族たる子のうち満15歳に達する日後の最初の４月１日から、満22歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間 

※ 特定職員：５５歳を超え行政職給料表６級相当以上の職員 

 


